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トータルコストについて 

 トータルコストは、事業ごとに事業費と人件費を一体としたコストを表します。あくまで、

費用対効果を判断するための参考表記ですので、職員定数と厳密には一致していません。 
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令和６年６月定例会議案説明資料目次 

 
【予算関係】                                                  福祉保健部 

（一般会計） 

議案番号 件    名 課 名 等 頁 

第１号 令和６年度鳥取県一般会計補正予算（第１号）   

 １ 補正予算説明資料 （総 括 表） 

福 祉 保 健 課 

孤独・孤立対策課 

障 が い 福 祉 課 

長寿社会課 

医療政策課 

３ 

４ 

７ 

９ 

11 

12 

２ 歳入歳出事項別明細書  13 

３ 節の明細  17 

 

【予算関係以外】 

（報告事項） 

報告番号 件    名 課 名 等 頁 

第２号 令和５年度鳥取県一般会計繰越明許費繰越計算書

について 

福祉保健課ほか 18 

第３号 令和５年度鳥取県一般会計事故繰越し繰越計算書

について 

長寿社会課ほか 19 

第９号 

 

議会の委任による専決処分の報告について   

 

 

（１）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の

決定について（令和６年５月 23 日専決） 

福祉保健課 20 

 

 

（２）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の

決定について（令和６年５月 23 日専決） 

医療政策課 21 

第 10 号 

 

鳥取県障がい者プランの一部変更について 障がい福祉課 22 

第 11 号 

 

長期継続契約の締結状況について 医療・保険課 23 
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議案第１号

国庫支出金 起　　債 そ の 他 一般財源

（一般会計）

福 祉 保 健 課 3,004,063 22,049 3,026,112 5,000 17,049

孤独・孤立対策課 962,684 220,817 1,183,501 203,158 17,659

障 が い 福 祉 課 7,672,261 53,830 7,726,091 43,184 10,646

長 寿 社 会 課 13,242,390 20,250 13,262,640 13,500 6,000 750

医 療 政 策 課 6,629,594 25,000 6,654,594 25,000

<3,000> 県費負担

　説　明

 主な事業

　　（注）起債欄の上段< >書きは交付税措置を除いた額である。

　　　　  備考欄の県費負担は、起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。

259,842

　　・（新）非常用通信設備緊急整備事業

計

30,0006,000

　　・中山間地域を支える医療人材確保総合対策

　　・（新）大規模災害ボランティア活動応援事業

341,946

課　　名 補　正　額

部　　　計

補正前の額

　　・強度行動障がい者支援体制総合強化事業

46,10448,171,902

　　・（新）家計負担激変緩和対策事業

補 正 予 算 説 明 資 料 総 括 表

福祉保健部(単位：千円)

備　考

財　　源　　内　　訳

47,829,956 49,104
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

 

３款 民生費 

  １項 社会福祉費                         福祉保健課（内線：７１４２） 
１目 社会福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）大規模災害ボ

ランティア活動応

援事業  
0 5,000 5,000   

（寄附金） 

5,000  

 

トータルコスト 補正前：0千円（0.0人）、補正：5,783千円（0.1人）、計：5,783千円（0.1人） 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的、概要 

県内外の大規模災害時において、団体等が被災地ニーズに沿ったボランティア活動を行う場合に要する経費

を、クラウドファンディング型のふるさと納税による寄附金により支援することで、現地に直接出向くことので

きない方等の被災地支援の思いを届ける。 

 

２ 主な事業内容 

  一定規模以上の県内外の大規模災害（災害ボランティアセンターが設置又は設置が見込まれる災害など）発生

時に寄附を募り、ボランティア活動に対する助成を行う。 

（１）寄附金の募集 

・大規模災害発生時に、県ホームページに当該災害に係るボランティア活動への寄附専用ページを立ち上げて

募集 

・災害発生から３ヶ月（災害規模に応じて最大６ヶ月）の間、寄附を募集 

※集まった寄附金は、対象災害の被災地でボランティア活動を行う県内の団体等の活動経費（実費）へ充当

し、所要額を超過した寄附額は、当該災害の支援関連事業等へ充当する。 

 

（２）助成概要 

ア 助成対象者 

県内の法人又は３名以上で構成される任意団体・グループ等 

イ 対象活動例 

・炊き出し、家財搬出、がれき・土砂の撤去 

・専門的な技能等に基づく活動（重機や動力機材の活用による支援） 

・その他、被災自治体等のニーズに応じた活動 

ウ 対象経費 

・炊き出しに係る食材費 

・重機、機材借り上げ料 

・移動交通費、宿泊費 

・その他活動に必要な直接経費等 

エ 助成額 

集まった寄附金を対象経費に応じて按分した額（寄附締め切り後に寄附金を分配精算） 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

 

３款 民生費 

  １項 社会福祉費                         福祉保健課（内線：７１４２） 
１目 社会福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）非常用通信設

備緊急整備事業 0 15,290 15,290    15,290 
 

トータルコスト 補正前：0千円（0.0人）、補正：16,073千円（0.1人）、計：16,073千円（0.1人） 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的、概要 

県の医療福祉災害対策について、大規模災害時においては、ＤＷＡＴ（災害派遣福祉チーム）、ＤＭＡＴ（災

害派遣医療チーム）など専門チームとの連携のほか、国や他県等からの受援なども加えた県・関係機関による統

合本部を設置する「統合型医療福祉災害対策」へ移行することとし、そのための被災状況の迅速な把握並びに傷

病者及び要配慮者等の円滑な受入れ調整に向け、非常用通信設備を整備することにより、医療機関や社会福祉施

設等における通信環境を確保し、災害時の医療福祉体制の維持・確保を図る。 

 

２ 主な事業内容 

大規模災害時において、入院患者や要配慮者（高齢者、障がい者、難病患者、乳幼児、妊産婦など）対応を行

う医療機関及び社会福祉施設等の非常用通信設備（衛星携帯電話、衛星データ通信機器等）の整備費を補助する

とともに、必要に応じて施設等へ貸し出すための非常用通信設備を県に配備する。 

 

細事業名 内容 予算額 

補助分 補助対象：医療機関、社会福祉施設等 

補助対象経費：非常用通信設備（衛星携帯電話、衛星データ通信機器等）を新

規に整備するために必要な経費 

補助率：10/10（上限額：600千円／施設） 

※現在無線による非常用通信設備が備わっておらず、災害時に通信回線が使

えなくなるおそれがある施設等を優先的に支援する。（過去に県の補助を

受けて機器を整備した施設等を除く。） 

6,000 

(600千円

×10施設) 

県配備分 衛星携帯電話７台、衛星データ通信機器３台を県地方機関等に配備 9,290 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

 

３款 民生費 

  １項 社会福祉費                         福祉保健課（内線：７１４２） 
１目 社会福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）県立福祉人材

研修センター基金

造成補助事業 
0 1,759 1,759    1,759 

 

トータルコスト 補正前：0千円（0.0人）、補正：2,542千円（0.1人）、計：2,542千円（0.1人） 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的、概要 

令和５年度の県立福祉人材研修センターの委託料に係る余剰金について、県に全額返還してもらい、その余

剰金から経営努力によらない額を控除した額を公益事業及び施設の管理運営費に活用する基金造成の補助金

として、指定管理者である鳥取県社会福祉協議会へ交付する。 

※指定管理期間：（更新前）平成31年４月１日から令和６年３月31日まで 

（更新後）令和６年４月１日から令和11年３月31日まで 

 

２ 主な事業内容 

（１）補助金の名称 

鳥取県立福祉人材研修センター基金造成事業補助金 

（２）交付先 

社会福祉法人鳥取県社会福祉協議会（県立福祉人材研修センターの指定管理者） 

（３）補助内容 

以下の事業に充当する基金造成に対して補助金を交付 

ア 鳥取県社会福祉協議会が定款に定める公益事業 

○社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

○社会福祉を目的とする事業を経営する者への支援及び調査研究 

○高齢者の生きがい対策事業の充実 

イ 県立福祉人材研修センターの管理運営 

○情報提供機能の充実及び県立福祉人材研修センターの利用促進 

○施設環境の整備 

○災害時必要物品の整備 

○職員接遇研修の実施 

 （４）所要経費 

  区分 金額 摘要 

令和５年度委託料支払額 

（協定書の額） 
41,271 既支払額（Ａ） 

令和５年度委託料実績額 37,770 （Ｂ） 

令和５年度委託料余剰額  3,501 （Ｃ＝Ａ－Ｂ） 

経営努力によらない額（※） 1,742 （Ｄ） 

補助額 1,759 （Ｃ－Ｄ） 

（※）外部委託業務等の複数年契約導入による請負差額 

 

３ その他 

  基金造成以降、指定管理者は定款に定める公益事業や指定管理施設の管理運営に本基金を充てることとしてお

り、これにより、社会福祉に関わる人材の育成及び県民の社会福祉に対する理解と参加の促進につなげている。 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

 

３款 民生費 

 １項 社会福祉費                      孤独・孤立対策課（内線：７８５９） 

１目 社会福祉総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）家計負担激変

緩和対策事業 0 200,000 200,000 200,000    
 

トータルコスト 補正前：0千円（0.0人）、補正：200,783千円（0.1人）、計：200,783千円（0.1人） 

事業内容の説明                  

 

１ 事業の目的、概要 

国において物価高騰をふまえた低所得者への支援が行われているところであるが、今後も更なる物価高騰等に

より生活に困窮する世帯が発生することも見込まれることから、低所得者や多子世帯、児童扶養手当受給世帯等

の物価高騰による家計への影響が大きい世帯に対して、市町村と協調して経済的な支援を実施する。 

 

 

２ 主な事業内容 

市町村が物価高騰による家計への影響が大きい世帯へ経済的な支援を実施する場合、補助金を交付する。 

・対象者：低所得者や多子世帯、児童扶養手当受給世帯等の、物価高騰による家計への影響が大きい世帯

として市町村が支援する世帯 

・補助率：市町村が助成する金額の1／2を補助 

   ・支給額：1世帯当たり10千円を上限とする 

 

３ その他（改善点等） 

令和4年度から市町村と協調し、生活困窮者等の当面の生活を維持するための緊急的な支援を実施している。 

物価高騰が継続する場合、生活困窮者等の実態や支援の必要性に応じ、経済的支援を必要な時期に機動的に 

実施していく。 

 （参考）令和６年度当初予算（生活困窮者光熱費等支援事業） 67,500千円 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

 

３款 民生費 

  ３項 生活保護費                       孤独・孤立対策課（内線：７１４４） 

１目 生活保護総務費                             （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

保護行政費 35,305 20,817 56,122 3,158   17,659 
 

トータルコスト 補正前：104,765千円（9.5人）、補正：21,600千円（0.1人）、計：126,365千円（9.6人） 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的、概要 

  地方公共団体システム標準化に伴う生活保護システムの標準化対応のために必要となるガバメントクラウド

環境の構築等を行う。 

※ガバメントクラウド：政府方針に基づきデジタル庁が提供するクラウド上に、行政に関わる業務システムを 

集約し、共通化・標準化した上で監視運用できるようにした政府共通のサービス利用 

環境 

 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

ガバメントクラウド環境整備・運用等に

係る委託 

地方公共団体システム標準化に伴う生活保護シ

ステムの標準化対応に必要なネットワーク構

築・運用等に係る業務委託を行う。 

20,817 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 
 

３款 民生費 
 １項 社会福祉費                          障がい福祉課（内線：７８６６） 

12目 障がい者自立支援事業費                           （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

強度行動障がい者支援

体制総合強化事業 32,372 10,000 42,372    10,000 
 

トータルコスト 補正前：33,155千円（0.1人）、補正：10,783千円（0.1人）、計：43,938千円（0.2人） 
事業内容の説明 

 

１ 事業の目的、概要 

強度行動障がい者の安全、安心な受入れを行うため、施設のユニット化を行う場合、特認として県の補助限度

額を拡大する制度を創設し、整備に取り組む事業者を重点的に支援する。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 

強度行動障
がい者利用
施設基盤整
備事業 
（既存制度） 

 
強度行動障がい者を受け入れるために必要となる居室の整備（突起物の除去や壁・窓な

どの構造強化など）や、備品購入に必要な経費の一部を支援する。 

 
対象サービス ［入所系］障害者支援施設 

［居住系］共同生活援助（グループホーム） 
［通所系］短期入所、生活介護、療養介護 

 

 
補助対象経費 ・居室の整備（突起物の除去や壁・窓などの構造強化など）に係る修

繕費、工事請負費 
・専用備品購入費 

 

 
補 助 金 額 定額1,500千円／１名（１居室） 

（１施設につき最大で4,500千円） 
 

   
 

強度行動障
がい者入所
施設環境整
備事業 
【ユニット
化特認】 
（今回創設） 

  通常の強度行動障がい者受入施設よりも利用者の安全、安心が特に図られるようになる
と認められる既存施設のユニット化改修を行う場合に、既存制度よりも補助対象経費、補
助限度額を拡大して支援する。  

 
対象サービス ［入所系］障害者支援施設のみ   
補助対象経費 既存施設の改修により、強度行動障がい者が生活する空間をユニット

化するために必要な工事請負費等 
 

 
補 助 率 1/2   
補 助 限 度 額 10,000千円   
特 認 要 件 以下の要件を全て満たすとともに、改修によって通常の強度行動障が

い者受入施設よりも利用者の安全、安心が特に図られるようになると
認められること 
①既存施設において、強度行動障がい者が生活する空間と他の利用者
が生活する空間を壁や扉等で区切るとともに、脱衣所、浴室、食堂
を新設することによってユニット化する工事等であること 

②３名以上の強度行動障がい者を受け入れている、又は受け入れる予
定であること 

③交付申請時点又は交付申請年度末までに、一定基準以上の手厚い人
員配置としていること 

 

      
 

３ その他（改善点等） 

強度行動障がい者の支援については、令和５年度から実施しているとっとり版強度行動障がい児者先導的支援

事業により、地域における支援体制の充実を図っているところであるが、一方で、入所施設も特に重い行動障が

いのある方の受入れ先、緊急時の短期入所先といったセーフティネットとしての重要な役割を担っている。こう

した役割について家族等からのニーズが根強いことも踏まえ、入所施設の受け皿としての機能の充実を支援す

る。 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

 

３款 民生費 

 １項 社会福祉費                          障がい福祉課（内線：７１９３） 
12目 障がい者自立支援事業費                          （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取県社会福祉施

設等施設整備事業 126,645 43,830 170,475 43,184   646 
 

トータルコスト 補正前：129,775千円（0.4人）、補正：44,613千円（0.1人）、計：174,388千円（0.5人） 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的、概要 

障がい福祉サービス事業所等、県内障がい福祉関係の社会資本の整備を促進するため、施設整備を行う事業者

に対して助成を行う。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

鳥取県社会福

祉施設等施設

整備費補助金 

利用者の環境改善、ハード面における県内の障がい福祉の向上、増進が図られる

よう、社会福祉法人等による円滑な施設整備等を促進する。 

【 事 業 主 体 】社会福祉法人、NPO法人、営利法人等 

【補助対象事業】障がい福祉サービス事業所等の創設（新築）、改築・大規模修繕 

【補助対象経費】施設整備に必要な工事費及び設計監理費 

【 補 助 率 】3/4（財源：国1/2、県1/4、事業主体1/4） 

※国が別途定める基準額を上限とする。 

【 内 容 】多機能型施設１件への支援を予定 

43,830 

 

３ その他 

＜近年の実績＞ 
令和５年度 グループホームの創設１件 
令和４年度 多機能施設の大規模修繕（非常用自家発電装置更新）１件 

グループホームの創設１件 

令和３年度 
多機能施設の大規模修繕１件 
グループホームの創設１件 
自立訓練（生活訓練）事業所の大規模修繕１件 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

 

３款 民生費 

  １項 社会福祉費                         長寿社会課（内線：７１７８） 
４目 老人福祉費                               （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 財 源 内 訳             
備考 

国庫支出金 起債 その他 一般財源 

地域介護・福祉空間

整備等施設整備交

付金 
2,253 20,250 22,503 13,500 

<3,000> 

6,000 

 

 750 

県費負担

3,750

トータルコスト 補正前：3,036千円（0.1人）、補正：21,033千円（0.1人）、計：24,069千円（0.2人） 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的、概要 

平成元年に成立した「地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律」に基づく交付金を活用

し、県が策定した防災・減災等事業整備計画に基づき、高齢者施設等の防災・減災対策を推進するため、非常用

自家発電設備の整備等に対して支援する。 

 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

高齢者施設等の

非常用自家発電

設備整備事業 

高齢者施設等が、災害による停電・断水時にも施設機能を維持するための電力の

確保を自力でできるよう、非常用自家発電設備（燃料タンクを含む）の整備を促

進する。 

【補助対象施設】介護老人保健施設、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム等 

（介護老人保健施設１件を予定） 

【補助率】3/4（国1/2、県1/4） 

【上限額】なし 【下限額】総事業費500万円／施設 

20,250 

 

３ その他 

近年は、非常用自家発電装置の整備や水害対策改修等に要する経費を支援している。 
＜近年の補助実績＞ 

令和３年度 ６件（非常用自家発電装置３件、水害対策改修２件、換気設備設置１件） 

令和２年度 ３件（非常用自家発電装置） 
 

（注）起債欄の上段< >書きは交付税措置を除いた額である。 
備考欄の県費負担は、起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

 

４款 衛生費 

  ４項 医薬費                          医療政策課（内線：７１８８） 

２目 医務費                                （単位：千円） 

事 業 名      補正前 補正 計 
財 源 内 訳             

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

中山間地域を支え

る医療人材確保総

合対策 

45,694 25,000 70,694   
(基金繰入金) 

25,000 
 

 

 

トータルコスト 補正前：51,954千円（0.8人）、補正：25,783千円（0.1人）、計：77,737千円（0.9人） 

事業内容の説明 

 

１ 事業の目的、概要 

  地域の身近な医療維持のため、中山間地域の市町村等が行う医師確保の取組を支援する。 

 

 

２ 主な事業内容 

民間診療所の新規開設・事業承継を支援する市町村への補助事業について、かかりつけ医療機関の機能強化を

推進するための加算を設けるとともに、今後の活用増を見込み増額補正を行う。 

※全身用Ｘ線ＣＴ診断装置等の高額医療機器の導入推進により、高齢患者の疾患の早期発見・診断や負担軽減

等を図る。 

 【地域の医療維持支援事業】 

 現行制度 拡充制度 

補助率 市町村負担の1/2 同左 

補助上限額 10,000千円 

基本額 10,000千円 

加算額 15,000千円（かかりつけ医療機関の機能強化に資する高額医

療機器整備への支援） 

補正額：25,000千円（当初予算額：20,000千円） 
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令和６年度　一般会計補正予算（第１号）歳入歳出事項別明細書　（福祉保健部）

　３款　民　生　費

　　１項　社会福祉費

　　１目　社会福祉総務費

補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後

１ 報 　　　　　　　　 酬 137,021 137,021 131,737 131,737 126,127 126,127

２ 給 　　　　　　　　 料 422,180 422,180 379,962 379,962 379,962 379,962

３ 職   員  手  当  等 242,740 242,740 219,802 219,802 219,802 219,802

４ 共　　　  済　　　 費 160,840 160,840 145,661 145,661 145,653 145,653

５ 災   害  補  償  費

６ 恩給及び退職年金

７ 報　　　  償　　　 費 34,889 34,889 34,262 34,262 4,627 4,627

８ 旅　　　　　　　　  費 28,033 28,033 26,745 26,745 8,982 8,982

費　　用　　弁　　償 4,297 4,297 4,121 4,121 2,854 2,854

普　　通　　旅　　費 9,149 9,149 8,249 8,249 4,348 4,348

特　　別　　旅　　費 14,587 14,587 14,375 14,375 1,780 1,780

９ 交　　　  際　　 　費 100 100 100 100 100 100

１０ 需　　　  用　　　 費 23,827 23,827 22,861 22,861 15,216 15,216

１１ 役　　　  務　　　 費 31,599 31,599 16,273 16,273 4,080 4,080

１２ 委　　　  託　　　 料 1,045,899 20,817 1,066,716 998,650 998,650 282,325 282,325

１３ 使用料及び賃借料 17,553 3,696 21,249 17,263 3,696 20,959 4,682 3,696 8,378

１４ 工   事  請  負  費

１５ 原　  材　  料 　 費

１６ 公 有 財 産購入費

１７ 備   品  購  入  費 5,594 5,594 5,594 5,594 5,594 5,594

１８ 負担金、補助及び交付金 29,210,682 286,839 29,497,521 28,903,617 286,839 29,190,456 672,617 212,759 885,376

１９ 扶　　　  助　　　 費 1,325,776 1,325,776 1,137,583 1,137,583 2,308 2,308

２０ 貸　　　  付　　　 金

２１ 補償、補填及び賠償金

２２ 償還金、利子及び割引料

２３ 投資  及び 出資金

２４ 積　　　  立　　　 金 1,246,417 1,246,417 1,242,109 1,242,109

２５ 寄　　　  附　　　 金 950 950 50 50

２６ 公　　　  課　　　 費

２７ 繰　　　  出　　　 金 3,124,181 3,124,181 3,124,181 3,124,181

予　　　  備　　　 費

　　　      計 37,052,687 316,946 37,369,633 36,400,856 296,129 36,696,985 1,866,481 222,049 2,088,530

財 国　庫　支　出　金 2,343,542 259,842 2,603,384 2,115,295 256,684 2,371,979 261,001 200,000 461,001

源 地　　 　方　　 　債 6,000 6,000 6,000 6,000

内 そ　　　 の　　　 他 1,433,322 5,000 1,438,322 1,319,979 5,000 1,324,979 91,999 5,000 96,999

訳 一　  般　  財　 源 33,275,823 46,104 33,321,927 32,965,582 28,445 32,994,027 1,513,481 17,049 1,530,530

　　　　　　　　　款 項 目

         節

（単位 ： 千円）
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１ 報 　　　　　　　　 酬

２ 給 　　　　　　　　 料

３ 職   員  手  当  等

４ 共　　　  済　　　 費

５ 災   害  補  償  費

６ 恩給及び退職年金

７ 報　　　  償　　　 費

８ 旅　　　　　　　　  費

費　　用　　弁　　償

普　　通　　旅　　費

特　　別　　旅　　費

９ 交　　　  際　　 　費

１０ 需　　　  用　　　 費

１１ 役　　　  務　　　 費

１２ 委　　　  託　　　 料

１３ 使用料及び賃借料

１４ 工   事  請  負  費

１５ 原　  材　  料 　 費

１６ 公 有 財 産購入費

１７ 備   品  購  入  費

１８ 負担金、補助及び交付金

１９ 扶　　　  助　　　 費

２０ 貸　　　  付　　　 金

２１ 補償、補填及び賠償金

２２ 償還金、利子及び割引料

２３ 投資  及び 出資金

２４ 積　　　  立　　　 金

２５ 寄　　　  附　　　 金

２６ 公　　　  課　　　 費

２７ 繰　　　  出　　　 金

予　　　  備　　　 費

　　　      計

財 国　庫　支　出　金

源 地　　 　方　　 　債

内 そ　　　 の　　　 他

訳 一　  般　  財　 源

　　　　　　　　　款 項 目

         節

令和６年度　一般会計補正予算（第１号）歳入歳出事項別明細書　（福祉保健部）

　３款　民　生　費

　　１項　社会福祉費 　　３項　生活保護費

　　４目　老人福祉費 　１２目　障がい者自立支援事業費

補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後

854 854 3,152 3,152 3,762 3,762

42,218 42,218

22,938 22,938

2 2 15,179 15,179

15,481 15,481 12,619 12,619 224 224

6,379 6,379 10,760 10,760 1,168 1,168

197 197 1,005 1,005 142 142

434 434 3,145 3,145 866 866

5,748 5,748 6,610 6,610 160 160

1,523 1,523 5,366 5,366 594 594

3,844 3,844 7,742 7,742 290 290

128,608 128,608 583,352 583,352 31,268 20,817 52,085

2,184 2,184 9,185 9,185 240 240

20,778,906 20,250 20,799,156 4,910,160 53,830 4,963,990 136,888 136,888

1,135,132 1,135,132 186,693 186,693

1,240,568 1,240,568 1,541 1,541

22,178,347 20,250 22,198,597 6,679,011 53,830 6,732,841 441,462 20,817 462,279

925,216 13,500 938,716 923,215 43,184 966,399 184,671 3,158 187,829

6,000 6,000

1,165,218 1,165,218 62,751 62,751 17 17

20,087,913 750 20,088,663 5,693,045 10,646 5,703,691 256,774 17,659 274,433

（単位 ： 千円）
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１ 報 　　　　　　　　 酬

２ 給 　　　　　　　　 料

３ 職   員  手  当  等

４ 共　　　  済　　　 費

５ 災   害  補  償  費

６ 恩給及び退職年金

７ 報　　　  償　　　 費

８ 旅　　　　　　　　  費

費　　用　　弁　　償

普　　通　　旅　　費

特　　別　　旅　　費

９ 交　　　  際　　 　費

１０ 需　　　  用　　　 費

１１ 役　　　  務　　　 費

１２ 委　　　  託　　　 料

１３ 使用料及び賃借料

１４ 工   事  請  負  費

１５ 原　  材　  料 　 費

１６ 公 有 財 産購入費

１７ 備   品  購  入  費

１８ 負担金、補助及び交付金

１９ 扶　　　  助　　　 費

２０ 貸　　　  付　　　 金

２１ 補償、補填及び賠償金

２２ 償還金、利子及び割引料

２３ 投資  及び 出資金

２４ 積　　　  立　　　 金

２５ 寄　　　  附　　　 金

２６ 公　　　  課　　　 費

２７ 繰　　　  出　　　 金

予　　　  備　　　 費

　　　      計

財 国　庫　支　出　金

源 地　　 　方　　 　債

内 そ　　　 の　　　 他

訳 一　  般　  財　 源

　　　　　　　　　款 項 目

         節

令和６年度　一般会計補正予算（第１号）歳入歳出事項別明細書　（福祉保健部）

　３款　民　生　費 　４款　衛　生　費

　　３項　生活保護費 　　４項　医薬費

　　１目　生活保護総務費

補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後

3,762 3,762 85,618 85,618 38,901 38,901

42,218 42,218 690,840 690,840 341,582 341,582

22,938 22,938 488,064 488,064 273,511 273,511

15,179 15,179 255,196 255,196 126,295 126,295

224 224 254,795 254,795 243,383 243,383

1,168 1,168 28,118 28,118 12,977 12,977

142 142 3,911 3,911 1,582 1,582

866 866 9,600 9,600 4,212 4,212

160 160 14,607 14,607 7,183 7,183

594 594 50,358 50,358 24,520 24,520

290 290 29,183 29,183 9,072 9,072

31,268 20,817 52,085 670,179 670,179 299,127 299,127

240 240 185,486 185,486 12,344 12,344

8,617 8,617 8,587 8,587

2,689 2,689 5,097,598 25,000 5,122,598 4,361,119 25,000 4,386,119

1,136,176 1,136,176 120 120

975,252 975,252 975,252 975,252

652,842 652,842 652,842 652,842

68,900 68,900 36,900 36,900

47 47 9 9

120,570 20,817 141,387 10,677,269 25,000 10,702,269 7,416,541 25,000 7,441,541

44,652 3,158 47,810 2,167,087 2,167,087 930,223 930,223

130,000 130,000 5,000 5,000

17 17 764,944 25,000 789,944 743,649 25,000 768,649

75,901 17,659 93,560 7,615,238 7,615,238 5,737,669 5,737,669

（単位 ： 千円）
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１ 報 　　　　　　　　 酬

２ 給 　　　　　　　　 料

３ 職   員  手  当  等

４ 共　　　  済　　　 費

５ 災   害  補  償  費

６ 恩給及び退職年金

７ 報　　　  償　　　 費

８ 旅　　　　　　　　  費

費　　用　　弁　　償

普　　通　　旅　　費

特　　別　　旅　　費

９ 交　　　  際　　 　費

１０ 需　　　  用　　　 費

１１ 役　　　  務　　　 費

１２ 委　　　  託　　　 料

１３ 使用料及び賃借料

１４ 工   事  請  負  費

１５ 原　  材　  料 　 費

１６ 公 有 財 産購入費

１７ 備   品  購  入  費

１８ 負担金、補助及び交付金

１９ 扶　　　  助　　　 費

２０ 貸　　　  付　　　 金

２１ 補償、補填及び賠償金

２２ 償還金、利子及び割引料

２３ 投資  及び 出資金

２４ 積　　　  立　　　 金

２５ 寄　　　  附　　　 金

２６ 公　　　  課　　　 費

２７ 繰　　　  出　　　 金

予　　　  備　　　 費

　　　      計

財 国　庫　支　出　金

源 地　　 　方　　 　債

内 そ　　　 の　　　 他

訳 一　  般　  財　 源

　　　　　　　　　款 項 目

         節

令和６年度　一般会計補正予算（第１号）歳入歳出事項別明細書　（福祉保健部）

（単位 ： 千円）

　４款　衛　生　費

　　４項　医薬費

　　２目　医務費

補正前 補正額 補正後 補正前 補正額 補正後

8,406 8,406 222,639 222,639

1,113,020 1,113,020

730,804 730,804

705 705 416,036 416,036

220,513 220,513 289,684 289,684

4,116 4,116 56,151 56,151

534 534 8,208 8,208

520 520 18,749 18,749

3,062 3,062 29,194 29,194

100 100

5,790 5,790 74,185 74,185

4,523 4,523 60,782 60,782

231,368 231,368 1,716,078 20,817 1,736,895

5,877 5,877 203,039 3,696 206,735

7,526 7,526 8,617 5,594 14,211

1,147,540 25,000 1,172,540 34,308,280 311,839 34,620,119

2,461,952 2,461,952

294,360 294,360 975,252 975,252

100,000 100,000

652,842 652,842 1,899,259 1,899,259

36,900 36,900 69,850 69,850

47 47

3,124,181 3,124,181

2,620,466 25,000 2,645,466 47,829,956 341,946 48,171,902

921,656 921,656 4,510,629 259,842 4,770,471

130,000 6,000 136,000

685,613 25,000 710,613 2,198,266 30,000 2,228,266

1,013,197 1,013,197 40,991,061 46,104 41,037,165

福祉保健部　合計
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金額（千円）等

３款　民生費

１項　社会福祉費

１目　社会福祉総務費

負担金、補助及
び交付金

大規模災害ボランティア活動応援事業補助金 5,000

鳥取県立福祉人材研修センター基金造成事業補助金 1,759

非常用通信設備緊急整備事業補助金 6,000

家計負担激変緩和対策事業補助金 200,000

４目　老人福祉費

負担金、補助及
び交付金

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金 20,250

12目　障がい者自立支援事業費

負担金、補助及
び交付金

強度行動障がい者入所施設環境整備事業補助金 10,000

鳥取県社会福祉施設等施設整備費補助金 43,830

４款　衛生費

４項　医薬費

２目　医務費

負担金、補助及
び交付金

中山間地域の医師確保推進補助金 25,000

節　　　の　　　明　　　細

項　　　　　　　　　　　　目
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報告第２号

福祉保健部（単位：円）

国庫支出金 分担金及び負担金 その他 地方債

2 総 務 費 1 総務管理費
福 祉 保 健 部 国 庫 返 還 金
調 整 事 業 費

福 祉 保 健 課 3,033,280,000 2,967,858,521 2,967,858,521

生 活 困 窮 者 相 談 支 援
体 制 等 拡 充 事 業 費

孤独・孤立対策課 57,000,000 57,000,000 57,000,000

鳥 取 県 地 域 医 療 介護 総合 確保
基 金 （ 施 設 整 備 ） 事 業 費

長 寿 社 会 課 841,440,000 682,462,000 682,462,000

介護事業所における介護ロボット・
ICT 導 入 支 援 事 業 費

長 寿 社 会 課 438,442,000 64,038,000 51,230,000 12,808,000

介 護 職 員 処 遇 改 善支 援事 業費 長 寿 社 会 課 400,000,000 390,000,000 390,000,000

鳥 取 県 社 会 福 祉 施 設 等
施 設 整 備 事 業 費

障 が い 福 祉 課 323,071,000 95,800,000 47,900,000 47,900,000

障 が い 福 祉 職 員
処 遇 改 善 支 援 事 業 費

障 が い 福 祉 課 100,000,000 100,000,000 52,942,000 47,058,000

鳥取県障がい福祉分野における
ロ ボ ッ ト ・ ICT 導 入 支 援 事 業費

障 が い 福 祉 課 12,081,000 12,081,000 8,054,000 4,027,000

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症
総 合 対 策 強 化 事 業 費

感 染 症 対 策
セ ン タ ー

6,658,070,000 230,000,000 104,695,000 125,305,000

新 興 感 染 症 対 策 強化 事 業 費
感 染 症 対 策
セ ン タ ー

100,000,000 100,000,000 50,000,000 50,000,000

み ん な で 支 え あ う 自 死 対 策
総 合 推 進 事 業 費

健 康 政 策 課 35,709,000 4,788,000 4,609,000 179,000

4 医 薬 費 看護補助者処遇改善支援事業費 医 療 政 策 課 30,000,000 30,000,000 30,000,000

12,029,093,000 4,734,027,521 682,462,000 796,430,000 50,000,000 3,205,135,521

令和５年度鳥取県一般会計繰越明許費繰越計算書

翌年度
繰越額

左　の　財　源　内　訳

既 収 入
特定財源

未　　収　　入　　特　　定　　財　　源
一般財源

款 項 事　　業　　名 金額課名

合計

3 民 生 費 1 社会福祉費

4 衛生費

1 公衆衛生費

-
1
8
-



報告第３号

福祉保健部（単位：円）

課名

国庫支出金 その他

鳥 取 県 地 域 医 療 介 護 総 合
確 保 基 金 （ 施 設 整 備 ） 補 助 金

長 寿 社 会 課 48,702,000 48,702,000 48,702,000 48,702,000

認知症高齢者グループホー
ムの新設に係る工事につい
て、全国的に建物内に配線す
る電線が品薄状態であったこ
とに加え、能登半島地震で仮
設住宅の建設を最優先とする
経済産業省からの要請があっ
たことから、電線が入手でき
ず、工期が遅れるため、年度
内工事完了が困難となったも
の。

介護事業所における介護ロボット・
ICT 導 入 支 援 事 業 費

長 寿 社 会 課 17,715,000 17,715,000 17,715,000 14,172,000 3,543,000

導入予定の介護ロボット機器
が全国的な注文の集中により
納期が遅延したこと等により、
年度内完了が困難となったも
の。

4 衛 生 費 4 医 薬 費
鳥 取 県 地 域 医 療 介 護 総 合
確 保 基 金 事 業 費 （ 医 療 分 ）

医 療 政 策 課 26,903,000 26,903,000 26,903,000 26,903,000

システム改修に係る設計に想
定外の時間を要したため、補
助事業の年度内完了が困難
となったもの。

93,320,000 93,320,000 93,320,000 75,605,000 14,172,000 3,543,000

1 社 会 福祉費

合計

翌 年 度
繰 越 額

事  業  名  款 項

3 民 生 費

支出済額

令和５年度鳥取県一般会計事故繰越し繰越計算書

説　明支 出 負 担
行 為 額

左　の　財　源　内　訳

未収入特定財源
支 出 負 担
行 為
予 定 額 一般財源既 収 入

特定財源
支出未済額

左の内訳

-
1
9
-



報告第９号          福祉保健課（西部総合事務所（０８５９－３１－９３０１）） 

件 

名 

 

議会の委任による専決処分の報告について 

（１）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について 

  （令和６年５月 23 日専決） 

提 
 

出 
 

理 
 

由 
 

及 
 

び 
 

概 
 

要 

 

１ 提出理由 

  法律上県の義務に属する交通事故による損害賠償に係る和解及び損害賠

償の額の決定について、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 180 条第１

項の規定により、令和６年５月 23 日専決処分をしたので、本議会に報告す

るものである。 

 

 

２ 概  要 

（１）和解の相手方 

   国 

 

（２）和解の要旨 

  県側の過失割合を 10 割とし、県は、損害賠償金 72,739 円を支払うもの

とすること。 

 

（３）事故の概要 

 ア 事故発生年月日 

   令和５年３月 28 日 午前 11 時 40 分頃 

 

イ 事故発生場所 

   米子市西福原地内 

 

ウ 事故の状況 

   鳥取県西部総合事務所所属の職員が、公務のため軽乗用自動車を運転

中、交差点を左折する際、運転操作を誤り、和解の相手方が設置する距

離標に衝突し、同距離標を破損させたものである。 

 

 

＜参考＞ 

 ・損害賠償額 72,739 円 

  うち、保険支払額 42,739 円、県費支出額 30,000 円（うち、保険契約 

 による免責額 30,000 円） 

 ・県側車両損害額 297,958 円（県費による支出） 
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報告第９号                    医療政策課（内線：７１８８）  

件 

名 

 

議会の委任による専決処分の報告について 

（２）損害賠償に係る和解及び損害賠償の額の決定について 

（令和６年５月 23 日専決） 

提 
 

出 
 

理 
 

由 
 

及 
 

び 
 

概 
 

要 

 

１ 提出理由 

  法律上県の義務に属する交通事故による損害賠償に係る和解及び損害賠

償の額の決定について、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 180 号第１

項の規定により、令和６年５月 23 日専決処分をしたので、本議会に報告す

るものである。 

 

 

２ 概  要 

（１）和解の相手方 

   鳥取市 個人 

 

（２）和解の要旨 

   県側の過失割合を 10 割とし、県は、損害賠償金 64,196 円を支払うもの

とすること。 

 

（３）事故の概要 

  ア 事故発生年月日 

    令和５年９月 12 日 午前 11 時 40 分頃 

 

  イ 事故発生場所 

    倉吉市山根地内 

 

  ウ 事故の状況 

    鳥取県立倉吉総合看護専門学校所属の職員が、公務のため駐車場内に

駐車中の軽貨物自動車に乗車しようと運転席ドアを開けたところ、不注

意により、隣に駐車してあった和解の相手方所有の普通乗用自動車の後

部左側ドアに接触し、同車両が破損したものである。 

 
 

＜参考＞ 

 ・損害賠償額 64,196 円 

  うち、保険支払額 34,196 円、県費支出額 30,000 円（うち、保険契約

による免責額 30,000 円） 

 ・県側車両損害額 ０円 
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報告第10号                            障がい福祉課（内線：７８６６） 

件 

名 

 
鳥取県障がい者プランの一部変更について 

提 
 

出 
 

理 
 

由 
 

及 
 

び 
 

概 
 

要 

 
１ 提出理由 
  障害者基本法（昭和45年法律第84号）第11条第２項の規定に基づき策定した鳥取県障がい者プラ

ンを一部変更したので、同条第９項において準用する同条第８項の規定により別添のとおり報告する。 
 
２ 概  要 
  「障がい者プラン」（障がい者計画、障がい福祉計画、障がい児福祉計画）について、改定年度であ

る令和５年度に、障がい当事者団体や障害福祉サービス事業者等で構成する県協議会（障害者施策推
進協議会、地域自立支援協議会）等の意見を伺いながら改定を行った。  

 
（１）本プランの位置づけ 
  ① 障がい者計画：障害者基本法に基づき、各分野における障がい者施策の基本的な方針や方向性等

を規定 
    ② 障がい（児）福祉計画：障害者総合支援法及び児童福祉法に基づき、サービス見込量や提供体制

の確保等を規定 
 
（２）主な改正内容 
  ① 可能な限り計画を一元化するという国の方針を踏まえ、従来、別に作成していた「工賃計画」・「障

がい者アート計画」を、障がい者プランに一元化した。 
 
  ② 第５次障害者基本計画、障害者権利条約に基づく国連勧告内容、鳥取県孤独・孤立を防ぐ温もり

のある支え愛社会づくり推進条例に基づく理念等を踏まえ、総合的・横断的に反映する内容として、
以下の項目等を新たに明記した。 

   ・障害者の権利に関する条約に基づく国連勧告への対応 
   ・持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現 
   ・鳥取県孤独・孤立を防ぐ温もりのある支え愛社会づくり推進条例に基づく取組の推進 等 
 
  ③ 各分野別の施策において、主に以下の内容を新規・拡充内容として盛り込んだ。 

分野 主な新規・拡充内容 
生活支援 ○重度障がい児者（強度行動障がい、医療的ケア）の支援強化 

・強度行動障がい者の受け皿確保の促進、在宅強度行動障がい者の安定的
なサービス利用のための支援体制構築 

・医療的ケア児等支援センターを核とした地域生活の支援 
保健・医療 ○地域移行を目指す精神障がい者に対し多職種、多機関が連携して行う取

組の全県的な展開 

安心・安全 ○防災対策の推進、感染症等への備え 
・市町村が行う個別避難計画作成への支援 
・医療的ケアを要する方の避難に係る対応力の向上 

情報アクセシビ
リティの向上・
コミュニケーシ
ョン支援の充実 

○ＩＣＴ機器利用等の支援体制充実 
○手話パフォーマンス甲子園等を通じた手話言語の継続的情報発信 

生活環境 ○公共施設等のバリアフリー化の推進 
・ＵＤアドバイザー登録者数の増加の促進 

雇用・就業等 ○「魅力ある就労Ｂ型実現目標」の設定 
・「工賃の向上に関する全体目標」、「就労時間の向上に関する全体目標」、
「満足度の向上に関する全体目標」  ※工賃計画を一元化 

教育、スポーツ ○多様な学びの場の整備等による障がいのある子どもとない子どもが共に 
  学ぶ仕組の構築 
○東京デフリンピック等を見据えた大会参加等への支援 

文化・芸術活動 ○知的・発達障がいのある人やその家族も参加しやすい公演の促進、2025
年大阪・関西万博の機会を活かした積極的な発信等   

 ※障がい者アート計画を一元化 
差別の解消及び
権利擁護の推進 

○民間事業者の合理的配慮の提供義務化に伴う、広報、啓発活動等の一層
の推進 

あいサポート運
動の推進等 

○あいサポート運動15周年を契機とした、運動の周知の一層の推進による
あいサポート運動の更なる拡大 
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報告第11号

【新規契約】

1
福祉保健部健
康医療局医
療・保険課

物品
保守

デスクトップパソコン １台
鳥取市扇町９番地２
とりぎんリース株式会社

316,800
令和６年４月１日
～令和11年３月31日

鳥取県福祉保健
部健康医療局医
療・保険課

長 期 継 続 契 約 の 締 結 状 況 に つ い て

番号 設置場所等契　約　の　相　手　方 契　約　期　間種類 契約対象物品 数量契約所属名 契約金額　　　円

-
2
3
-


